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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軽希土類元素をＲとして含有するR-Fe-N系化合物の素材粉末またはFe-N系化合物の素材
粉末からなる硬磁性材料を用いる磁石の製造方法であって、
　マイクロ波を成形体の表面に対して照射した場合に該成形体の内部側が表面側よりもマ
イクロ波加熱による接合進行速度が速くなるように、前記硬磁性材料の密度を該成形体の
表面側と内部側とにおいて異なるように配置して前記成形体を成形する成形工程と、
　前記成形体の表面に対してマイクロ波を照射してマイクロ波加熱を生じさせ、前記硬磁
性材料に生成された酸化膜により前記硬磁性材料同士を接合するマイクロ波加熱工程と、
　を備え、
　前記成形工程は、
　大きさの異なる複数種の前記硬磁性材料を用いて、
　遠心分離器を用いて、前記成形体の内部側に大きさの小さな前記硬磁性材料を配置し、
前記成形体の表面側に大きさの大きな前記硬磁性材料を配置して、
　前記成形体の内部側における前記硬磁性材料の密度が前記成形体の表面側の該密度より
も高くなるように前記硬磁性材料を配置して前記成形体を成形する、磁石の製造方法。
【請求項２】
　軽希土類元素をＲとして含有するR-Fe-N系化合物の素材粉末またはFe-N系化合物の素材
粉末からなる硬磁性材料を用いる磁石の製造方法であって、
　マイクロ波を成形体の表面に対して照射した場合に該成形体の内部側が表面側よりもマ
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イクロ波加熱による接合進行速度が速くなるように、前記硬磁性材料の密度を該成形体の
表面側と内部側とにおいて異なるように配置して前記成形体を成形する成形工程と、
　前記成形体の表面に対してマイクロ波を照射してマイクロ波加熱を生じさせ、前記硬磁
性材料に生成された酸化膜により前記硬磁性材料同士を接合するマイクロ波加熱工程と、
　を備え、
　前記成形工程は、
　前記硬磁性材料と前記硬磁性材料に対して比誘電率の異なる絶縁材料とを用い、
　遠心分離器を用い、前記硬磁性材料と前記絶縁材料のうち比誘電率の高く且つ質量が小
さな方を前記成形体の内部側に配置し、
　比誘電率の低く且つ質量が大きな方を前記成形体の表面側に配置して前記成形体を成形
する、磁石の製造方法。
【請求項３】
　前記絶縁材料は、軟磁性材料である、請求項２に記載の磁石の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁石の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　これまで、高性能な磁石としてネオジム磁石（Nd-Fe-B系磁石）が用いられてきた。し
かし、ネオジム磁石の高性能化には、高価で希少なジスプロシウム（Dy）を用いるため、
近年、ジスプロシウムを用いない磁石の開発が進められている。ジスプロシウムを用いな
い磁石として、Sm-Fe-N系磁石が知られている。Sm-Fe-N系化合物は、分解温度が低いため
、高温焼結を適用することは困難である。分解温度以上で焼結すると、化合物が分解して
、磁石としての性能を発揮できないおそれがある。そのため、ボンドにより接合している
。しかし、ボンドを用いることは、素材粉末の密度を低下させることになり、残留磁束密
度を低下させる原因となる。
【０００３】
　また、特開２００９－７６７５５号公報（特許文献１）には、希土類元素－遷移金属系
の合金粉末に対して、真空又は不活性ガス中において、マイクロ波を照射することにより
、合金粉末を焼結することができると記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００９－７６７５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、Sm-Fe-N系化合物粉末による成形体に対して、マイクロ波を照射することに
より、当該磁石を製造することは容易ではない。マイクロ波を成形体に照射すると、照射
された成形体の表面側にてマイクロ波加熱が生じて当該表面側の粉末同士が接合しようと
する。しかし、成形体の表面側にて粉末同士が接合してしまうと、成形体の内部側へマイ
クロ波が照射されず内部側の粉末同士が接合されない状態になる。これでは、磁石の抗折
強度が低い。また、成形体の表面側に対してマイクロ波の照射を継続し続けると、成形体
の表面側が高温になり、分解温度を超えて、磁石性能が低下する原因となる。
【０００６】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであり、ジスプロシウムを用いない硬
磁性材料を用い且つマイクロ波を照射することにより加熱する場合に、高い抗折強度を得
ることができる磁石の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００７】
　（請求項１）本発明に係る第一の磁石の製造方法は、軽希土類元素をＲとして含有する
R-Fe-N系化合物の素材粉末またはFe-N系化合物の素材粉末からなる硬磁性材料を用いる磁
石の製造方法であって、マイクロ波を成形体の表面に対して照射した場合に該成形体の内
部側が表面側よりもマイクロ波加熱による接合進行速度が速くなるように、前記硬磁性材
料の密度を該成形体の表面側と内部側とにおいて異なるように配置して前記成形体を成形
する成形工程と、前記成形体の表面に対してマイクロ波を照射してマイクロ波加熱を生じ
させ、前記硬磁性材料に生成された酸化膜により前記硬磁性材料同士を接合するマイクロ
波加熱工程とを備える。
【０００８】
　さらに、前記成形工程は、大きさの異なる複数種の前記硬磁性材料を用いて、遠心分離
器を用いて、前記成形体の内部側に大きさの小さな前記硬磁性材料を配置し、前記成形体
の表面側に大きさの大きな前記硬磁性材料を配置して、前記成形体の内部側における前記
硬磁性材料の密度が前記成形体の表面側の該密度よりも高くなるように前記硬磁性材料を
配置して前記成形体を成形する。
【０００９】
　（請求項２）また、本発明に係る第二の磁石の製造方法は、軽希土類元素をＲとして含
有するR-Fe-N系化合物の素材粉末またはFe-N系化合物の素材粉末からなる硬磁性材料を用
いる磁石の製造方法であって、マイクロ波を成形体の表面に対して照射した場合に該成形
体の内部側が表面側よりもマイクロ波加熱による接合進行速度が速くなるように、前記硬
磁性材料の密度を該成形体の表面側と内部側とにおいて異なるように配置して前記成形体
を成形する成形工程と、前記成形体の表面に対してマイクロ波を照射してマイクロ波加熱
を生じさせ、前記硬磁性材料に生成された酸化膜により前記硬磁性材料同士を接合するマ
イクロ波加熱工程とを備える。
　前記成形工程は、前記硬磁性材料と前記硬磁性材料に対して比誘電率の異なる絶縁材料
とを用い、遠心分離器を用い、前記硬磁性材料と前記絶縁材料のうち比誘電率が高く且つ
質量が小さな方を前記成形体の内部側に配置し、比誘電率が低く且つ質量が大きな方を前
記成形体の表面側に配置して、前記硬磁性材料と前記絶縁材料のうち比誘電率の高い方を
前記成形体の内部側に配置し、比誘電率の低い方を前記成形体の表面側に配置して前記成
形体を成形する。
　（請求項３）また、前記絶縁材料は、軟磁性材料とするとよい。
【発明の効果】
【００１１】
　（請求項１）硬磁性材料の密度を成形体の内部側と表面側とにおいて変化させることで
、成形体の内部側からマイクロ波加熱による接合進行速度を変化させることができる。そ
して、内部側の当該接合進行速度が速くなるようにすることで、確実に成形体の内部側に
存在する粉末同士を接合させることができる。成形体の表面側は、マイクロ波を表面側に
対して照射するため、当然にマイクロ波加熱により粉末同士を接合させることができる。
従って、成形体全体に亘って接合するため、高い接合力を得ることができる。これにより
、高い抗折強度を得ることができる。
【００１２】
　そして、大きさの異なる複数種の硬磁性材料を用いることで、成形体の内部側における
硬磁性材料の密度を高くでき、表面側の当該密度を低くすることが容易にできる。そして
、硬磁性材料の密度が高い成形体の内部側では、マイクロ波加熱による分極を生じやすい
状態にできる。これにより、確実に、成形体の内部側からマイクロ波加熱による接合進行
速度を速くすることができる。結果として、成形体全体に亘って接合するため、高い接合
力を得ることができる。
【００１３】
　さらに、同種の硬磁性材料を用いた場合に大きさを異ならせると、大きさの大きい方の
硬磁性材料の質量が大きくなる。そこで、遠心分離器を用いることで、質量の大きな硬磁
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性材料を径方向外方、すなわち成形体の表面側に配置することができる。一方、質量の小
さな硬磁性材料を径方向内方、すなわち成形体の内部側に配置することができる。このよ
うに、遠心分離器を用いることで、成形体の内部側における硬磁性材料の密度を高くでき
、成形体の表面側における硬磁性材料の密度を低くできる。従って、確実に、成形体の内
部側からマイクロ波加熱による接合進行速度を速くすることができる。
【００１４】
　（請求項２）比誘電率の高い方を成形体の内部側に配置し、比誘電率の低い方を成形体
の表面側に配置することで、成形体の内部側では、表面側に比べて、マイクロ波加熱によ
る分極を生じやすい状態にできる。これにより、確実に、成形体の内部側からマイクロ波
加熱による接合進行速度を速くすることができる。結果として、成形体全体に亘って接合
するため、高い接合力を得ることができる。ここで、絶縁材料が硬磁性材料より比誘電率
が低い場合には、絶縁材料が成形体の表面側に配置され、逆に、絶縁材料が硬磁性材料よ
り比誘電率が高い場合には、硬磁性材料が成形体の表面側に配置される。
【００１５】
　そして、硬磁性材料と絶縁材料を用いる場合において、比誘電率の高い方が質量の大き
な方となるように材料の選定を行う。このようにすることで、遠心分離器を用いることで
、質量の大きな方を径方向外方、すなわち成形体の表面側に配置することができる。一方
、質量の小さな方を径方向内方、すなわち成形体の内部側に配置することができる。つま
り、遠心分離器を用いて、比誘電率の高い方を成形体の内部側に配置し、比誘電率の低い
方を成形体の表面側に配置することができる。従って、確実に、成形体の内部側からマイ
クロ波加熱による接合進行速度を速くすることができる。
【００１６】
　（請求項３）全てを硬磁性材料とするのではなく、硬磁性材料と絶縁材料を用いたとし
ても、絶縁材料を軟磁性材料とすることで、磁石として十分に高い性能を発揮することが
できる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】第一実施形態における磁石の製造方法を示すフローチャートである。
【図２】図１のステップＳ２における遠心分離器により成形された仮成形体の模式断面図
である。
【図３】図１のステップＳ３における絞り出し成形器により成形された本成形体の模式断
面図である。
【図４】図１のステップＳ４における加熱処理の途中の本成形体の模式断面図である。
【図５】図１のステップＳ４における加熱処理の完了時の本成形体の模式断面図である。
【図６】図１のステップＳ４における加熱処理工程図である。
【図７】第二実施形態における加熱処理後の本成形体の模式断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　＜第一実施形態＞
　本実施形態の磁石の製造方法について、図１～図６を参照して説明する。以下に詳細に
説明する。まず、素材粉末１０を非加熱状態において所定形状に圧縮成形する。本実施形
態においては、遠心分離器を用いて行う。つまり、素材粉末１０を遠心分離器１００の中
に投入する（ステップＳ１）。
【００２０】
　本実施形態において、投入する素材粉末として、硬磁性材料の粉末１１，１２のみを用
いる。投入される材料には、ボンドなどは含まれない。硬磁性材料の粉末１１，１２は、
軽希土類元素をＲとして含有するR-Fe-N系化合物、または、Fe-N系化合物を用いる。軽希
土類元素Ｒとしては、Smが好適である。つまり、硬磁性材料の粉末には、Sm2Fe17N3、ま
たは、Fe16N2が好適に用いられる。ただし、硬磁性材料の粉末１１，１２は、大きさの異
なる複数種用いる。例えば、平均粒径の大きな硬磁性材料の粉末１１と、平均粒径の小さ
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な硬磁性材料の粉末１２とを用いる。従って、大きな硬磁性材料の粉末１１は、小さな硬
磁性材料の粉末１２より質量が大きい。なお、硬磁性材料の粉末１１，１２の化合物の種
類は、同一である。
【００２１】
　次に、遠心分離器１００を駆動して、酸化性雰囲気にて、仮成形体２０を成形する（ス
テップＳ２）。仮成形体２０は、円盤状または円筒状に形成されており、形状を保持でき
る程度に硬磁性材料の粉末１１，１２が一体化されている。この仮成形体２０の軸方向断
面図は、図２に示すとおりである。図２に示すように、遠心分離器１００を駆動すること
によって、大きな遠心力が作用する質量の大きな粉末の大部分が径方向外方に移動するの
に対して、質量の小さな粉末の大部分が径方向内方に位置する。また、遠心分離器１００
を用いる関係上、仮成形体２０の中心には貫通孔が形成されている。
【００２２】
　ここで、素材粉末１０同士は部分的に接触しているが、素材粉末１０同士の間には、隙
間が形成されている。そして、酸化性雰囲気にて、仮成形体２０を成形している。そのた
め、素材粉末１０の同士の隙間には酸化性雰囲気が入り込む。また、平均粒径の大きな硬
磁性材料の粉末１１同士が隣り合う場合に、これらの間の隙間は、比較的大きくなる。一
方、平均粒径の小さな硬磁性材料の粉末１２同士が隣り合う場合に、これらの間の隙間は
、比較的小さくなる。従って、仮成形体２０の径方向内方における硬磁性材料の密度は、
径方向外方における硬磁性材料の密度よりも高くなる。
【００２３】
　続いて、絞り出し成形器２００により、仮成形体２０の外形を縮径すると共に、仮成形
体２０の中心の貫通孔を埋めることで、円盤状または円柱状の本成形体３０を成形する（
ステップＳ３）。具体的には、仮成形体２０を絞り出し成形器２００の大径側に配置し、
軸方向に加圧して縮径テーパ形状部２１０を通過させることにより、本成形体３０を成形
する。図３に示すように、この本成形体３０の径方向外方、すなわち表面側には、主とし
て平均粒径の大きな硬磁性材料の粉末１１が配置され、本成形体３０の径方向内方、すな
わち内部側には、主として平均粒径の小さな硬磁性材料の粉末１２が配置されている。従
って、本成形体３０は仮成形体２０と同様に、本成形体３０の内部側における硬磁性材料
の密度は、表面側における硬磁性材料の密度よりも高くなる。
【００２４】
　続いて、本成形体３０に対して酸化雰囲気にてマイクロ波による加熱処理を行う（ステ
ップＳ４）。この加熱処理は、図６に示すとおりである。マイクロ波による加熱温度Te1
は、硬磁性材料の粉末１１，１２の分解温度Te2未満に設定される。例えば、Sm2Fe17N3、
またはFe16N2の硬磁性材料の粉末１１，１２を用いる場合には、分解温度Te2が500℃程度
であるため、加熱温度Te1を500℃未満に設定する。例えば、200℃程度とする。
【００２５】
　また、酸化性雰囲気の酸素含有量は、大気中の酸素含有量程度であれば十分である。つ
まり、大気雰囲気で加熱するとよい。そして、加熱温度Te1を200℃程度にすることで、Sm

2Fe17N3またはFe16N2のいずれの場合にも、酸化膜を形成することができる。この酸化膜
が、硬磁性材料の粉末１１，１２同士を接合することにより、高い抗折強度の磁石を得る
ことができる。
【００２６】
　以下に、本成形体３０に対する加熱処理の詳細について説明する。誘電体である硬磁性
材料の粉末１１，１２に対して、マイクロ波を照射すると、照射された硬磁性材料の粉末
１１，１２内において分極が生じて、マイクロ波加熱（マイクロ波による誘電加熱）が生
じる。このマイクロ波加熱によって、硬磁性材料の粉末１１，１２が加熱され、硬磁性材
料の粉末１１，１２の表面に酸化膜が形成される。つまり、マイクロ波加熱により生じる
酸化膜によって、隣り合う硬磁性材料の粉末１１，１２同士が接合する。
【００２７】
　ここで、比誘電率が大きいほど分極が生じやすい。つまり、比誘電率の大きな材料ほど
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、マイクロ波加熱の進行が速いことが知られている。さらに、誘電体の密度が高いほどマ
イクロ波加熱の進行が速いことが知られている。
【００２８】
　本成形体３０を構成する硬磁性材料の粉末１１，１２は、同じ性質を有する材料を用い
ているため、比誘電率は同一である。一方、本成形体３０の内部側の硬磁性材料の密度は
、本成形体３０の表面側の硬磁性材料の密度より高い。従って、マイクロ波を本成形体３
０の表面側から照射したとしても、本成形体３０の内部側が表面側よりもマイクロ波加熱
の進行速度が速い。そうすると、本成形体３０の内部側が表面側よりもマイクロ波加熱に
よる接合進行速度、すなわち酸化膜形成速度が速くなる。
【００２９】
　図４に加熱処理の途中の状態における本成形体３０を示し、図５に加熱処理の完了時に
おける本成形体３０を示す。図４に示すように、加熱処理における途中において、本成形
体３０の内部側に位置する硬磁性材料の粉末１２の表面には酸化膜１６が形成されている
。従って、内部側に位置する硬磁性材料の粉末１２同士は接合している。このとき、本成
形体３０の表面側においては、マイクロ波加熱の進行が遅いために、酸化膜１６が形成さ
れていない。
【００３０】
　さらに、マイクロ波を照射し続けることで、図５に示すように、本成形体３０の内部側
の硬磁性材料の粉末１２の表面のみならず、本成形体３０の表面側の硬磁性材料の粉末１
１の表面にも、酸化膜１６が形成される。従って、表面側に位置する硬磁性材料の粉末１
１同士も接合する。このように、加熱後の本成形体３０の全体に亘って、素材粉末１０同
士を接合することができるため、高い接合力を得ることができ、結果として高い抗折強度
を得ることができる。
【００３１】
　ここで、仮に、表面側の硬磁性材料の粉末１１の加熱が内部側よりも先に進行して、表
面側にて先に酸化膜１６が形成されるとする。そうすると、マイクロ波が本成形体３０の
内部側に侵入しにくくなる。場合によっては、硬磁性材料の粉末１１，１２同士の部分接
触によって導電化すると、マイクロ波に対するシールド機能を発揮し、このことによって
も内部側にマイクロ波が侵入しにくくなることがある。このように、本成形体３０の表面
側からマイクロ波加熱が進行してしまうと、本成形体３０の内部側に酸化膜１６が形成さ
れにくく、結果として本成形体３０の内部側における接合力が低下するおそれがある。
【００３２】
　しかしながら、上記のとおり、本成形体３０の内部側のマイクロ波加熱による接合進行
速度が速いため、確実に、内部側の硬磁性材料の粉末１２同士を接合することができる。
また、本成形体３０の表面側は、マイクロ波を本成形体３０の表面側に対して照射するた
め、当然にマイクロ波加熱により硬磁性材料の粉末１１同士を接合させることができる。
【００３３】
　なお、上記実施形態においては、本成形体３０の表面側に大きさの大きな硬磁性材料の
粉末１１を配置し、内部側に大きさの小さな硬磁性材料の粉末１２を配置するために、遠
心分離器１００を用いた。遠心分離器１００を用いることで、容易に上記のように配置す
ることができるが、これに限られず、各粉末１１，１２を所望の位置に直接配置すること
ができれば、他の方法でもよい。
【００３４】
　＜第二実施形態＞
　上記実施形態においては、素材粉末１０として、同一の化合物の種類であって大きさの
異なる複数種の硬磁性材料の粉末１１，１２を用いて磁石を製造した。この他に、素材粉
末４０として、硬磁性材料の粉末４１と、例えば軟磁性材料からなる絶縁材料の粉末４２
とを用いるようにしてもよい。硬磁性材料の粉末４１には、上記実施形態と同様である。
ここで、絶縁材料の粉末４２には、上記硬磁性材料に対して比誘電率が低く、且つ、粉末
１つ当たりの質量が上記硬磁性材料の粉末４１の１つ当たりの質量より大きいものとする
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粉末１つ当たりの質量が上記硬磁性材料の粉末４１の１つ当たりの質量より小さいものと
する。
【００３５】
　本実施形態においては、絶縁材料の粉末４２には、例えばソフトフェライトを用いる。
ソフトフェライトは、Sm2Fe17N3またはFe16N2より比誘電率が低い。さらに、ソフトフェ
ライトの粉末１つ当たりの質量は、硬磁性材料の粉末４１の１つ当たりの質量より大きく
なるように、ソフトフェライトの平均粒径を決定する。
【００３６】
　そして、上記実施形態と同様に、遠心分離器１００を用いて仮成形体を成形した後に、
絞り出し成形器２００を用いて本成形体５０（図７に示す）を成形する。本成形体５０の
内部側には、１つ当たりの質量の小さな硬磁性材料の粉末４１が配置され、本成形体５０
の表面側には、１つ当たりの質量の大きな絶縁材料の粉末４２が配置される。つまり、本
成形体５０の内部側には、比誘電率の高い材料が配置され、本成形体５０の表面側には、
比誘電率の低い材料が配置されている。
【００３７】
　ここで、マイクロ波を照射した場合に、比誘電率の高い材料の方が、マイクロ波加熱に
よる分極が生じやすく、比誘電率の低い材料は、当該分極が生じにくい。つまり、本成形
体５０の表面側からマイクロ波を照射した場合にであっても、本成形体５０の内部側から
マイクロ波による接合進行速度を速くすることができる。従って、本成形体５０の内部側
において、確実に酸化膜４６が形成される。その後にさらにマイクロ波を照射することで
、本成形体５０の表面側においても酸化膜４６が形成される。従って、本成形体５０全体
に亘って、素材粉末４０同士を接合することができるため、高い接合力を得ることができ
、結果として高い抗折強度を得ることができる。
【００３８】
　また、硬磁性材料の粉末４１と絶縁材料の粉末４２の１つ当たりの質量の関係を上記の
ようにすることで、遠心分離器１００を用いて容易に、本成形体５０の内部側と表面側と
に所望の配置とすることができる。また、絶縁材料の粉末４２として、軟磁性材料を用い
ることで、磁石として十分に高い性能を発揮することができる。
【００３９】
　なお、上記実施形態において、絶縁材料の粉末４２に、上記硬磁性材料に対して比誘電
率が高く、且つ、粉末１つ当たりの質量が上記硬磁性材料の粉末４１の１つ当たりの質量
より小さいものとすることができる。この場合には、遠心分離器１００を用いることで、
本成形体５０の内部側に絶縁材料の粉末４２が配置され、表面側に硬磁性材料の粉末４１
が配置される。この場合でも、本成形体５０の内部側に配置される絶縁材料の比誘電率が
高いため、本成形体５０の内部側から確実にマイクロ波加熱により分極が進行し、本成形
体５０全体に亘って接合する。
【００４０】
　また、遠心分離器１００を用いずに、各粉末４１，４２を所望の位置に直接配置する場
合には、各粉末４１，４２の質量の関係は、上記に制限されない。つまり、質量とは無関
係に、比誘電率の高い材料を本成形体５０の内部側に直接配置し、比誘電率の低い材料を
本成形体５０の表面側に直接配置することで足りる。
【符号の説明】
【００４１】
１０，４０：素材粉末、　１１，１２：硬磁性材料の粉末、　１６：酸化膜、　２０：仮
成形体、　３０：本成形体、　４０：素材粉末、　４１：硬磁性材料の粉末、　４２：絶
縁材料の粉末、　４６：酸化膜、　５０：本成形体、　１００：遠心分離器
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